
【概要版】 札幌市へのIターン移住に関するアンケート調査 報告書 令和６年３月 ／ 株式会社インサイト

1 調査実施の概要
①調査内容
＜調査目的等＞移住促進施策などへの活用を目的に、道外出身の札幌市Iターン移住者に対してアンケート調査を実施し、広く実
態の把握を目指す。

＜調査方法＞インターネットアンケート調査（「インサーチ札幌」）による回収

＜調査期間＞2024年1月26日（金）～2024年2月8日（木）

＜調査対象＞札幌圏在住者を対象にスクリーニング調査（有効回答数N=3400）を実施、以下条件を全て満たす本調査対象者
（N=200）を抽出、有効回答数N=151を得た。（回収率75.5%）

条件： ・札幌市居住経験のある道外出身者
・札幌市居住きっかけが「実家がある」「進学」「家業承継」いずれにも該当しないこと

② 回答者の属性
性別 年代

現居住地 降雪地
居住経験

２ 札幌市Iターン移住および移住検討状況の実態

・回答者の3人に2人が男性、半数近くが50歳代。大半が札幌市に現在も在住。
・降雪地居住経験を持たずに札幌市へIターン移住した回答者は70%にのぼる。
・札幌市Iターン移住の直前の居住地は札幌市以外の道内が最多、続いて東京、神奈川の順。道内と首都圏が主流だが全国から移住がある。

① 移住の経緯

・「自分の転勤」が最多、次いで「職業を変えずに移住・引っ越し」、
「自分の転職」の順に多数を占める。
・「自分の転勤」は男性比率が高い。
・「家族の転勤」「結婚」は女性比率が高い。
・移住開始時就業者（N=119）に絞り分析すると、「自分の転勤」
29%、「職業を変えずに移住・引っ越し」19%、「自分の転職」
17%、「自分の就職」14%、「結婚」9%、「家族の転勤」3%、「家
族の転職」2%、「自分の起業」2%、「その他」6%となる。

② 移住の時期

・2０１８年以降の移住者は合計22.5%。

③ 他都市検討状況

・大半が移住先として札幌市を単独で
検討している。
・他都市候補は東京のほか、道内では
石狩、千歳、小樽、富良野、旭川、帯広、
稚内、釧路が挙げられた。

④ 札幌市検討理由 ⑤ 生活面で重視すること

・札幌市に自然環境を求める人28%、住環境を求める人27%
の順に多い。
・その他の内訳には「転勤のため」との意見が多かった。

・日常的な買い物や都市部へのアクセスなど、都市近郊型の利便
性を求める人が60%以上を占める。

⑥ 職業面で重視すること

⑦ 札幌市Iターン移住の推奨度

・「是非勧めたい」「やや勧めたい」の
合計は46%、「あまり勧めたくない」
「全く勧めたくない」の合計は10%。
・「どちらとも言えない」については
「価値観やニーズは人それぞれだか
ら」等の選択理由が多く挙げられた。

・「賃金」が最多、「業務内容」「勤務地の位置」がこれに続く。
・北海道さっぽろ圏移住フェア2024（2024/1/20実施、開催
地：東京）来場者アンケートで同様の調査を実施。本調査と回答
傾向が類似しており、上位三項目の順位が同様であり、回答率
の差も10%以内に収まっていた。

考察 1 属性調査、２ 札幌市Iターン移住状況実態について
・自分の職業都合など、札幌市Iターン移住の計画に深くかかわる回答者から実態を収集する結果となった。

・多様な経緯や事情による移住実態結果が集まった。個々のサンプル数が小さいため統計的処理は困難だが、札幌市Iターン移住
に限定した調査は過去に例がなくデータの新規性として有意義である。

・札幌市検討理由に自然環境および住環境を挙げる人が多かった一方で、生活面で重視することには都市近郊型の利便性を挙
げる人が多かった。双方を併せ持つ移住地として札幌市が選ばれていると考えられる。なお、自由回答からは「北海道に移住した
い」意見による移住者が一定数認められた。北海道に住むこと、一定以上の都市機能を備えた地方中核都市であることから札幌
市が選ばれており、札幌市を単独で移住先に検討される傾向があったものと推測される。

・札幌市Iターン移住者の大半は、降雪地居住経験を持たなかった。詳しくは次項にて後述するが、降雪地居住経験「なし」の移住
者たちは冬の備えや雪対策に関して情報収集に難儀していた。これらに関する情報提供が待たれており、札幌市ホームページ等
から移住検討者たちへリーチできるものと考えられる。

・職業面については、北海道さっぽろ圏移住フェア2024来場者アンケートと類似の結果を示した。また、移住と同時に起業する
のはごく少数だった。大半は就業先を保有もしくは就業の目途を立ててから移住している傾向にあるものと推測される。

・推奨度が高い水準であることから、札幌市Iターン移住者の札幌市への満足度は高い傾向にあると考えられる。

全体＋５％ 全体＋１０％ 全体－５％
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３ Iターン移住検討の阻害要因
①課題・不安要素 ② 情報収集先

４ Iターン移住検討の阻害要因における解決策：制度や取組活用状況

・全体では、知人不在や人間関係、収入面、転居費用の順に多数
を占めていた。
・2018年以降移住者では、収入面、転居費用、就職先確保、文
化資本に対する不安が他時期より特に強い傾向があった。

・口コミが最多、続いて自治体や公的機関のＨＰが続く。2018年以
降移住者は特にこれらの選択肢への回答率が高い。

③ 移住前後の世帯主年収比較

④ 不足情報の種類

・全体では「変わらない」が61%と主流だった。
・2018年以降移住者では、「変わらない」回答率が減少し、
「減った」回答率が全体から10ポイント以上高くなった。

・「気候や冬への備えについて」が最多、続いて「冬季の交通事情」が
続き、冬に関する情報不足を訴える人が多かった。
・2018年以降移住者は、行政支援や日常生活への興味関心も高い。

① 活用した制度・サービス ② 行政に望む支援策

③ 活用した企業・団体の取組 ④ 企業・団体に望む取組

考察 ４ Iターン移住検討の阻害要因における解決策について

考察 ３ Iターン移住検討の阻害要因について

・札幌市Iターン移住者の大半は制度・サービスを活用していない。しかし年々活用率は増加傾向にあり、制度・サービスの認知拡
大が求められると推測される。また行政に求める支援策では、2018年以降移住者で「転居費用等の補助」など移住そのものの
費用負担の軽減、および就業支援など金銭的不安の解消につながる支援を求める回答が多かった。可処分所得の減少を受容し
移住に至った後も、金銭的不安の解消を求めているものと推測される。

・企業団体の取組活用状況では、近年特に「テレワークによる完全在宅勤務を認める制度」の伸びが大きく、他にも多様な勤務地
を認める傾向が大きい。また企業・団体に求める取組として、一層のテレワーク促進をはじめ、居住地や勤務地の自由度を求める
回答が2018年以降移住者において特に多い。賃金等待遇と生活双方の充実が移住促進につながるものと推測される。

・総務省「令和４年通信利用動向調査」によれば、企業のテレワーク導入率は51.7%(2022年)、今後導入予定企業は減少傾向。
導入目的は「新型コロナウイルス感染症への対応（感染防止や事業継続）のため」が最多(87.4％)であったことから、五類指定後
の今後については、テレワーク導入率の伸び悩みが推測される。しかし先の通りテレワークを望む声は年々強まりつつある。行政
支援によりテレワーク導入促進が進めば、移住決断者の増加につながるものと考えられる。

・Iターン移住検討を阻害する要因では、人間関係への不安に加えて、収入面や転居費用、就業面などの金銭的不安、天災や治安、
生活イメージ欠落など生活面不安が上位半分を占めた。特に2018年以降移住者では金銭的不安への回答率が高かった。また、
北海道さっぽろ圏移住フェア2024（2024/1/20実施、開催地：東京）来場者アンケートで、移住検討継続者（N=33）では半数
近く（48%）が課題・不安要素について「希望する業種・職種が見つからない／就職先の確保が困難」と回答した。

・移住前後の世帯主年収は2018年以降移住者で「減った」回答率が増加しており、移住前の課題に挙げられた金銭的不安と合致
している。可処分所得の減少を受容した人が移住決断に至った一方で、受容できない人は良好な就職先の確保に難航し、移住の
決断に至らないものと推測される。

・情報収集先として口コミ、次いで自治体ＨＰの回答率が高く、年々重要視される傾向にある。

・不足情報として冬への備えや交通事情を挙げる人が多く、降雪地居住経験保有者でも冬の備え（24%）や交通事情（18%）につ
いてさらなる情報を求めている。また、2018年以降移住者では、行政の支援体制や支援制度に対するより多くの情報を求めて
いた（29%）。現在、札幌市ＨＰのトップページには、移住に関する情報チャネルやリンクはない。他自治体ＨＰ（例：南幌町）では
トップページからすぐに移住情報集約ページへ遷移できる状況となっており、類似の取組に関するニーズは存在しているものと
推測される。

・全体では「特になし」が最多。
・2018年以降移住者では、「テレワークによる完全在宅勤務を
認める制度」の活用者が他時期に比べて多く、他に「会社の勤務
地を選択できる制度」や「ワーケーション推進制度」の活用者も
多い傾向を示した。

・全体では「新たな手当ての導入」が最多。
・2018年以降移住者では、「テレワークの促進」「居住地制限の緩
和・撤廃」「サテライトオフィスの整備」など、居住地および勤務地に
自由度を求める回答が他時期に比べて多かった。

・全体では「特になし」が最多。
・2018年以降移住者では、「行政の相談窓口」や「ハローワーク」
「民間の就職・転職サービス」の活用者が他時期に比べて多い。

・全体では「移住に伴う転居費用等の補助」が最多。
・2018年以降移住者では、転居費用等の補助など移住時の金銭
負担を軽減する支援、就職・転職・起業・スタートアップなど職業上
の支援への回答率が他時期に比べ高かった。
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